
 

 

議 第     ４２     号  

令和３年５月２７日提出  

 

 

熊本博物館協議会の委員の委嘱について 

 

 

  熊本博物館協議会の委員を別紙のとおり委嘱したいので、議決を求める。 

 

 

 

 

  熊本市教育長 遠 藤 洋 路 

    

 

 

 （提出理由） 

  博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第２０条、第２１条及び第２２条並びに熊本

博物館条例（昭和２８年条例第６１号）第５条の規定により、熊本博物館協議会の委員

を委嘱するため、熊本市教育委員会教育長事務委任等規則（昭和２７年教委規則第６号）

第１条第１２号の規定に基づき教育委員会会議の議決を求めるものである。 

  これが、この議案を提出する理由である。 
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区　分 　氏　　名 所属団体・役職等 備考

学識者 阿部　正喜 東海大学経営学部観光ビジネス学科 教授

学識者 岩﨑　竹彦 熊本大学五高記念館 准教授

学識者 紫垣　正良 近世史研究家

学識者 島津　義昭 前九州考古学会 会長

学識者 木川　りか 九州国立博物館 博物館科学課長

学識者 富田　紘一 熊本城顕彰会 理事

学識者
（議会）

田中　敦朗 熊本市議会教育市民委員会 委員長

家庭教育 内村　由起 熊本市ＰＴＡ協議会 常任理事 新任

社会教育 宮本　孝志 南阿蘇ルナ天文台　台長

社会教育 宮尾　千加子 熊本県立美術館 館長

社会教育 金丸　政治 熊本県博物館ネットワークセンター 所長

社会教育
（一般公募）

三村　美緒 市民公募委員

社会教育
（一般公募）

福本　信子 市民公募委員

学校教育 河瀬　清彦 天明中学校 校長（中学校長会推薦）

学校教育 諏訪　浩二 力合西小学校 校長（小学校長会推薦） 新任

【新任委員の任期】

熊本博物館協議会委員名簿（案）

任　　期：令和３年（２０２１年）６月１日から令和３年（２０２１年）７月３１日
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関係法令（参考） 

 

〇博物館法(昭和２６年１２月１日 法律第２８５号) 

第二十条  

公立博物館に、博物館協議会を置くことができる。 

２ 博物館協議会は、博物館の運営に関し館長の諮問に応ずるとともに、館長に対して意見を述

べる機関とする。 

第二十一条  

博物館協議会の委員は、当該博物館を設置する地方公共団体の教育委員会が任命する。 

第二十二条  

博物館協議会の設置、その委員の任命の基準、定数及び任期その他博物館協議会に関し必要

な事項は、当該博物館を設置する地方公共団体の条例で定めなければならない。この場合に

おいて、委員の任命の基準については、文部科学省令で定める基準を参酌するものとする。 

   

〇熊本博物館条例（昭和 28年 11月 7日 条例第 61号） 

第５条 法第２０条の規定に基づき、博物館の運営に関し、館長の諮問に応ずるとともに、館長

に対して意見を述べる機関として博物館協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

２ 協議会の委員は、１５人以内とし、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資す

る活動を行う者並びに学識経験のある者の中から委員会が委嘱する。 

３ 協議会の委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 協議会の委員は、再任されることができる。 

 

○熊本市教育委員会教育長事務委任等規則（昭和２７年１１月１４日 教委規則第６号） 

（事務の委任） 

第１条 教育委員会は、次に掲げる事項を除き、その権限に属する教育事務を教育長に委任する。 

(1) 学校教育又は社会教育に関する一般方針を定めること。 

(2) 学校その他の教育機関の設置及び廃止を決定すること。 

(3) 教科内容及びその取扱いの一般方針を定めること。 

(4) 義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律（昭和３８年法律第１８２号）に基

づく教科用図書の採択に関すること。 

(5) 人事の一般方針を定めること。 

(6) 教育委員会事務局及び教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員の任免そ

の他の人事に関すること。 

(7) 学校その他の教育機関の敷地の設定及び変更を決定すること。 

(8) 教育委員会規則の制定又は改廃を行うこと。 

(9) 議会の議決を経るべき議案の原案を決定すること。 

(10) 教育予算の見積りを決定すること。 

(11) 文化財を指定し、又は指定を解除すること。 

(12) 法令又は条例に基づく委員会（審議会その他これに準ずるものを含む。）の委員を任命し、

又は委嘱すること。 

(13) 校長、教員その他の職員の研修の一般方針を定めること。 

(14) 通学区域を定めること。 

(15) 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価に関すること。 
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